
 
 
 

  
 
 

  

 

気候変動に関するタケダの見解 

概要 
 
気候変動による影響は、世界の公衆衛生や事業活動にとって脅威となるものです。特により深刻

なシナリオにおいては、その脅威は今後さらに悪化していくものと考えられます。私たちはこの脅

威を真剣に受け止め、断固とした行動をとることを約束しています。私たちが掲げる気候変動に関

する次の目標は、いずれも科学的根拠に基づくイニシアチブ（SBTi）による検証が完了しています。  
  
 2030 年度までにスコープ 1 および 2 の温室効果ガス排出量を 2016 年度比で 65％削減 

 2030 年度までにスコープ 3 の温室効果ガス排出量を 2022 年度比で 25%削減 

 2035 年度までにスコープ 1 および 2 の温室効果ガス排出量を 2016 年度比で 90%削減 

 2040 年度までにスコープ 3 の温室効果ガス排出量を 2022 年度比で 90%削減 

 
背景 
2016 年 11 月、国際社会は、気候変動による最も深刻な影響を防ぐことを目的とした行動計画で

あるパリ協定に合意しました。この協定は、世界の平均気温の上昇を産業革命前の水準よりも

2℃を大幅に下回る水準、理想的には 1.5℃以内に抑えることを目指しています。2021 年に気候変

動に関する政府間パネル（IPCC）によって公表された第 6次評価報告書 1によると、世界の平均気

温は著しく上昇しつつあり、これにより、私たちの社会的、環境的、経済的構造が不安定になる可

能性があると警告しています。さらに同報告書は、私たちは深刻な変化に向かっており、極端な気

象現象、海面上昇、海氷の減少、生物多様性の喪失を通じ、気候変動の影響をすでに目の当た

りにしている可能性が非常に高いこと示しています。   
      
医学雑誌『Lancet』2では、気候変動は今後、世界の公衆衛生への脅威になると指摘されています。

生物多様性の縮小、食糧安全保障の低下、熱波や気象の極端現象の発生件数の増加、さらには

デング熱や西ナイル脳炎、ダニ媒介脳炎といった生物が媒介する感染症が、より広範囲かつ強力

に拡大する可能性があるためです。 

 

タケダの見解 

気候変動は人の健康に影響を及ぼすだけではありません。適切に備え、適応していかなければ、

当社の事業活動とサプライチェーンにもリスクをもたらす可能性があります。また気候変動に対応

していくことは、「世界中の人々の健康と、輝かしい未来に貢献する」という私たちの存在意義にも

合致しています。私たちはこの存在意義のもと、社会に対する責任を果たすことを目指しており、
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その指針とするのが、誠実さを中核としたタケダイズムという価値観です。この価値観は、「1. 患者

さんに寄り添い（Patient）2. 人々と信頼関係を築き（Trust） 3. 社会的評価を向上させ（Reputation）

4. 事業を発展させる（Business）」という指針に基づいた意思決定と行動によって具現化されます。

また気候変動への取り組みは、当社の事業、バリューチェーン、そして地域社会全体で環境サス

テナビリティを促進することに対する「タケダの人権に関するコミットメント」とも合致しています。こ

のように私たちは、パリ協定、そして人為的な気候変動とそれに関連する影響を抑えるその目標

を支持しています。加えて私たちには、規制要件への遵守も含め、ステークホルダーの期待に応

える責任があることを認識しています。 
 
また気候変動は、当社の事業活動やバリューチェーンにもリスクをもたらす可能性があります。そ

のため私たちは、当社の幅広い企業リスクマネジメント戦略の一環として、気候に関連するリスク

への耐性を高めることに積極的に取り組んでいます。気候への適応およびサステナビリティに関

する施策については、すでに優先度を上げています。こうした施策は、イノベーションの促進や効

率性の向上、潜在的なコスト削減を通じて、短期から中期的な事業価値を創出できるはずです。 
 

タケダの約束 

私たちは製品と事業活動を通じて、気候変動による影響の回避と低減に努めています。  
      
SBTi の企業ネットゼロ基準に従い、気候変動対策における野心的な目標も設定しており、2035 年

度までにスコープ 1 および 2 の温室効果ガス排出量を 2016 年度比で 90%削減すること、2040 年

度までにスコープ 3 の温室効果ガス排出量を 2022 年度比で 90%削減すること、などが挙げられま

す。当社では、こうした気候変動戦略を具現化するため、以下の実現を重視しています。 

 各種設備、製造工程、製品物流、その他の事業活動全体で、エネルギー効率の向上や省

エネルギーへの投資を通じて、可能な限りエネルギー需要を削減します。 

 大規模な電力購入契約（PPA）やオンサイトでの再生可能エネルギー発電といった調達手

段を通じて、低炭素エネルギーおよび再生可能エネルギーへ世界レベルで移行していきま

す。こうした施策は、事業の強靭性を高める効果があります。 

 バリューチェーン上にある各パートナーと協力し、温室効果ガス（GHG）排出量の算定と報

告に関するベストプラクティスを共有し、GHG 排出量の削減につながる再生可能エネルギ

ーへの転換を促します。 

 ライフサイクルアセスメント（LCA）と GHG 排出量削減策を製品開発プロセスに組み込みま

す。 

 GHG 排出量の削減が困難（hard-to-abate）な課題に画期的なコラボレーションをもって取

り組むことで、コールドチェーン包装や使い捨てプラスチック、規制対象の医療廃棄物から

の GHG 排出量を削減します。またヘルスケア業界全体にソリューションを拡大していきま

す。   

 革新的な脱炭素化技術を開発し、実用化とともに導入していきます。 

 タケダのデング熱ワクチンである QDENGA®の供給を通じて、デング熱の感染拡大防止の

機会を広げます。  

 より気候変動に強い医療制度の確立に向け、人材育成、インフラ支援、技術革新に取り組

みます。 
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当社の長期的なネットゼロ戦略の一環として、残留排出量に対して、SBTi に整合した炭素除去プ

ロジェクトへの投資を模索していきます。 

 
政策に関する見解 
パリ協定の目標を達成するには、世界の経済活動に参加するすべての業種で大胆かつ迅速な対

策を講じる必要があります。そして、そうした対策を進めるには、政府による強力な政策が不可欠

です。タケダは、GHG 排出量の抑制に取り組む企業や、余剰炭素の回避、削減、隔離、または除

去に役立つ技術を採用している企業にインセンティブを提供するような、市場原理に基づく政策を

支持しています。以下は、そうした政策の一例です。  

 科学的根拠に基づく政策：気候変動政策は、人為的な気候変動を効果的に抑制するため

に、最新の気候化学と整合性を保つ必要があります。また、事実とデータに基づき、実施

に当たっては十分な議論を重ね、策定された措置から生じうる予期せぬ事象が発生する

可能性についても総合的に検討したものである必要があります。  

 効率的なエネルギー利用のための政策：エネルギー効率の向上は、GHG 排出量の削減

や既存のエネルギーインフラへの負荷低減を図るうえで、費用対効果の高い基本的な方

法です。気候変動への政策は、効率的なエネルギー利用を推進するものである必要があ

ります。 

 再生可能エネルギーの利用を拡大する政策：再生可能エネルギーや低炭素エネルギー源

の拡大を促進する政策である必要があります。 

 イノベーションを加速させる政策：気候変動政策は、実証済みの GHG 排出削減技術とそ

の展開を妨げる障壁を取り除き、低排出技術の開発と利用に向けたイノベーションを後押

しするものである必要があります。 

 気候変動へのレジリエンスを強化する政策：気候変動の緩和策だけでなく、リスクの高い

地域の脆弱性を解消して、気候変動へのレジリエンス、つまり逆境に負けないしなやかな

強さを高めるような政策も必要です。 
 

私たちは気候変動への幅広い取り組みの一環として、気候変動に関する業界団体の見解を注視

し、当社の価値観および気候変動目標との整合性を確認するとともに、業界全体での説明責任の

強化と、全体としての前進に努めています。  

 

まとめ 

気候変動は、国際社会で暮らす私たちが直面する非常に大きな課題であり、公衆衛生問題との

関連性もますます明らかになってきています。価値観を根幹とする世界トップクラスの研究開発型

バイオ医薬品企業として、私たちは、気候変動による最も深刻な影響を回避するためには、社会

のあらゆる分野が意欲的かつ責任ある行動が求められていると考えています。 

 
 

武田薬品工業について 

武田薬品工業株式会社は、世界中の人々の健康と、輝かしい未来に貢献することを目指していま

す。消化器系・炎症性疾患、希少疾患、血漿分画製剤、オンコロジー（がん）、ニューロサイエンス

（神経精神疾患）、ワクチンといった主要な疾患領域および事業分野において、革新的な医薬品
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の創出に向けて取り組んでいます。パートナーとともに、強固かつ多様なパイプラインを構築する

ことで新たな治療選択肢をお届けし、患者さんの生活の質の向上に貢献できるよう活動していま

す。 
 

2026 年 6 月 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 第 6 次評価報告書「気候変動 2021：自然科学的根拠」第 1 部、2021 年 8 月 
2 2024 report of the Lancet Countdown on health and climate change: facing record-breaking threats from delayed action 
 

https://www.ipcc.ch/assessment-report/ar6/

